
令和５年度 形原地区防災訓練アンケート結果・検討事項について（形原北小学校） 

 

１ アンケート回答者 １４７人 

  参加者約１５０人（形原７区役員、７区役員、一般参加者、市職員、施設管理者） 

 

２ 参加者の性別について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 参加者の年齢について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 防災訓練について 
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無回答 6%
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よく理解できた

51%

理解できた

46%

あまり理解できなかった 3%

よく理解できた

理解できた

あまり理解できなかった



５ 防災訓練の実施について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 災害が発生した場合において、避難所を地域主体で運営できると思いますか 

 

 

７ 南海トラフ地震など巨大地震が発生した場合の避難先について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営できる

16%

問題はあるが運営できる

57%

さらなる訓練・

準備が必要

25%

無回答 2%

運営できる

問題はあるが運営できる

さらなる訓練・準備が必要

無回答

毎年実施するべき

81%

数年に１回実

施するべき

19%

毎年実施するべき

数年に１回実施するべき

形原北小学校

80%

形原小学校

3%

形原中学校

5%

在宅 4%

親戚、知り合いの家 2%
無回答 1%

その他 5%

形原北小学校

形原小学校

形原中学校

在宅

親戚、知り合いの家

無回答

その他



８ 自宅の耐震性について 

（１）自宅の建築年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）耐震改修について（昭和５６年５月以前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）耐震改修について（昭和５６年６月以降） 

 

耐震診断を受け耐震改修

をした 5%

耐震改修を受

け問題なし

22%

耐震診断を受け耐震性ないが未改修

2%

耐震診断を受けていな

い

53%

不明

12%

無回答 6%

耐震診断を受け耐震改修をした

耐震改修を受け問題なし

耐震診断を受け耐震性ないが未改

修
耐震診断を受けていない

不明

無回答

昭和５６年

５月以前

30%

昭和５６年６月以降

65%

不明 4% 無回答

昭和５６年５月以前

昭和５６年６月以降

不明

無回答

耐震診断を

受け耐震改

修をした

17%

耐震改修を受け問題なし

6%

耐震診断を受

け耐震性ない

が未改修

16%
耐震診断を受けて

いない

43%

不明

6%

無回答

12%

耐震診断を受け耐震改修をした

耐震改修を受け問題なし

耐震診断を受け耐震性ないが未改修

耐震診断を受けていない

不明

無回答



９ 家具の転倒防止対策 

（１）家具の転倒防止対策状況 
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（２）対策していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 飲料水・食料の備蓄状況 

（１）飲料水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策して

いる

25%

多少している

50%

対策して

いない

24%

無回答 1%

対策している

多少している

対策していない

無回答

手間がかかる

35%

費用が掛かる

33%

家具や壁に

傷がつく

13%

方法がわ

からない

15%

その他 4%

手間がかかる

費用が掛かる

家具や壁に傷がつく

方法がわからない

その他

１週間分

以上

12%

３日～６日分

38%３日未満

29%

備蓄なし

20%

無回答 1%

１週間分以上

３日～６日分

３日未満

備蓄なし

無回答



（２）食料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１週間分以上 6%

３日～６日分

37%

３日未満

37%

備蓄なし

19%

無回答 1%

１週間分以上

３日～６日分

３日未満

備蓄なし

無回答



アンケート結果とりまとめ 検討・改善事項 

 

１ 参加者について 

 性別に関しては、男性の割合が６９％、女性が２５％（無回答６％）、年代は４０代と

６０代の割合が２５％であった。 

 

２ 訓練に対する理解について 

 避難所運営訓練に対する参加者の理解度は、「理解できた」が９７％、防災訓練の実施

については、「毎年訓練を実施するべき」が８１％、「数年に１回実施するべき」は１９％

であった。地域主体で避難所運営できるかの問いに対しては、「運営できる」、「問題はあ

るが運営できる」が７３％、「さらなる訓練・準備が必要」が２５％であり、防災に対する

関心が高まっており、継続して訓練を実施することが重要である。 

 

３ 災害時の避難先について 

 災害時の避難先について「形原北小学校へ避難する」が８０％、「在宅で避難する」と

回答した割合は４％であった。 

一方、自宅の耐震性について「自宅の耐震診断を受け問題なし、耐震改修済」は５０％

であり、自宅の建築年数は、６５％が「昭和５６年６月以降」のため、避難生活場所とし

て在宅避難を基本とした啓発が必要である。また「昭和５６年５月以前」にお住いの４３％

が「耐震診断を受けていない」と回答しているため、耐震診断の啓発についても自主防災

会と連携して実施する必要がある。 

 

４ 備えについて 

 家具の転倒防止対策については、「対策していない」が２４％であった。また、飲料水

の備蓄については、「備蓄をしていない」が２０％、食料の備蓄については、「備蓄をして

いない」が１９％であり、災害時におけるライフラインの供給停止の対策として、カセッ

トコンロなどの調理器具の備蓄など、更なる啓発活動を自主防災会と連携して実施する必

要がある。 

 

５ 検討事項について 

 次年度以降は、学校主体から地域主体で防災訓練を実施することから、地域、学校、行

政の連携を継続できるような計画が必要である。 

 

 


